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9条の会・流山 
9 条の会・流山は市議の皆さんに憲法に関するア

ンケートをお願いし、その結果をお知らせしました

が、6 月議会の一般質問の始まる初日、市議会を改

めて訪問。各会派の部屋を回り、この結果のまとめ

と、ニュース NO.134、135 を届けました。 

アンケートへのご協力に感謝するとともに、まだ

回答を頂いていない方には再度お願いし、回答をい

ただければ集計も改訂版を作るとお伝えしました。  

「九条の会」事務局は６月 20 日、安倍首相が 5 月 3

日に、憲法 9 条を 2020 までに変えると発言したこと

に対して、その目的と危険性について考える学習会を

開きました。その中で渡辺治一橋大名誉教授が講演。 

渡辺氏は、「戦争法に反対する国民的な共同ができ、

さらに戦後初の野党の選挙協力を生み出した。これが

安倍改憲の大きな障害物になっている」と指摘。安倍

改憲反対が野党共闘の課題になっている中で、9条へ

の自衛隊の明記と教育無償化と合わせた安倍改憲の

ねらいを、公明党の強い協力と、野党の共同の分断だ

と指摘。さらに、安倍首相が来年の通常国会で改憲を

発議する危険性を指摘し、「この夏から秋にかけて広

く根を張って学習し、国民に 9 条加憲の危険性を伝

え、改憲の発議を阻止する運動を九条の会が作ってい

こう」と呼びかけました。 

 

原発推進のツケ 東芝ピンチ 
明治の初めから電機会社として日本をリードし

初めての白熱電球を製造発売したマツダランプの

灯が消えそうだ。 

東芝は日本を代表するメーカー。電器産業から手

を広げ原発に手を付け、拡大して日本の原発の半

数近くは東芝が建造。特に事故を起こした福島の

原発は東芝製だ。それでも懲りずに原発事業拡大

を目論んだ。原発のトップメーカのウェスティン

グハウスＷＨを買収したと得意だったのだろう

が、これがとんでもない食わせ物。買収した WH

が抱えていた膨大な赤字を背負い込むことになっ

て東芝は倒産寸前。こんな危機でも銀行はどこも

助けない、融資しないという。そこで立て直しの

ために虎の子の半導体部分を売却するという羽目

に陥っている。その売却先がまたまた政府が用意

したファンド。米韓と一緒になって助けるのだと

か。政府系ファンドというのは要するに税金。国

民が反対している原発拡大に手を出し、失敗し、

挙句の果てに税金で立て直し。結局国民の金で支

える。これでも私企業なのだろうか。 

株主総会では原発撤退の提案も出されたが、否

決された。政治だけでなくここにも国民の監視の

目を。 

 

共謀罪許すな 流山で緊急集会 
６月12日、共謀罪強行の緊張の中、「９条の会・流

山」の呼びかけで、西初石ふれあいの森で緊急集会を

持ちました。（13日の東京新聞でも報道）集まったの

は約 30 名。流山在住の憲法学者隅野隆徳先生にご挨

拶と報告をいただき、簡単な打ち合わせの後、おおた

かの森駅まで行進し、駅で１時間ほど宣伝をしました。

おおたかの森駅での宣伝には直接参加された方もあ

り、45 人ほどで元気に呼びかけました。駅での宣伝

にはこの日に向け500枚のチラシを用意、署名も集 

      めましたが、 

翌日にも強行 

採決の恐れが

あるという状 

況のため、抗議のｆａｘを呼びかけたチラシと九条の

会のリーフなどを配布、ほとんどがなくなるほどで、

さすがに国会終盤の暴挙は関心が高いのか。 

 

国会開け！ 共謀罪元に戻せ！ 
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韓国が脱原発に踏み出した 
韓国の文在寅（ムンジェイン） 

大統領は 6月 19日韓国初の古 

里（コリ）原発１号機の運転終 

了に合わせて演説し、新規原発 

の建設白紙化や設計寿命を超え 

た運転の禁止など、脱原発を推 

進すると宣言しました。原発依存政策を転換し、

原子炉の地震対策の再検討や原発の規制基準の強

化などを打ち出しています。 

 文氏は演説で、福島第一原発事故は「原発が安

全でも安価でもなく、環境にも良くないことを示

した」と指摘。「脱原発は逆らうことのできない

時代の流れだ」と強調し、規制基準の厳格化や、

規制組織の独立性強化にも取り組み、「再生エネ

ルギーや液化天然ガス(ＬＮＧ）など清潔で安全

なエネルギーを育成する」と決意表明。 

 韓国には古里１号機を除き原子炉二十四基があ

り、古里１号機は約 30年の設計寿命を迎えた 07

年、10年間の運転継続が認められたが、全電源

喪失など事故が続発。使用済み核燃料の火災を伴

う事故が起きれば、大災害になると反対が高まっ

ています。しかし、韓国では石炭火力と原子力を

合わせた発電量が約７０％を占め、代替エネルギ

ーとしては、ＬＮＧは約２０％、再生可能エネル

ギーは４％程度にすぎないため、急に転換は出来

ず、文氏は「原発は長い時間をかけて少しずつ減

らす」と説明しています。大統領選の公約の実行

です。 

＜脱原発は世界の流れ＞ 

福島の事故を見て、直ちに反応したのはドイ

ツ。2022年までに17基すべて停止を決めて

います。イタリアは1990年にすべて閉鎖。オ

ーストリアは国民投票で建設中止。スウェーデン

は1980年国民投票で12基の原発すべての廃

棄を決定。ノルウェイ、デンマークには原発はな

い。スイスは福島事故後脱原発を決定。 

アメリカは公式には推進の立場だが、1979年

のスリーマイル島原発事故以来、原発新設は1基

も実現していない。またイスラエルは万一事故が

起こったとき、狭い国土で逃げる先はないため、

原発は置かないことを決定している。 

 

 

原発からの撤退を株主提案 
東京電力株主総会で否決 

 東京電力は６月 23 日株主総会を代々木第一

体育館で開きました。一部の株主から脱原発を

求める共同提案が出されました。しかし議決権

の過半を握る政府（政府が最大の株主で実質国

有化）などの反対で否決されました。 

提案は、①脱原発を求めて柏崎刈羽原発の廃

炉②福島と柏崎刈羽原発は廃炉と廃棄物管理の

ための研究所とする③そのための外国からの研

究者の招請④事故当時の福島原発勤務社員に会

社の費用で年２週間の汚染地域外で保養⑤原子

力事故を想定した避難訓練の実施⑥福島原発事

故の影響を受けた子供たちを汚染地域外で保養

できるための基金の創設（ベラルーシのチェル

ノブイリ法では“避難の権利”として認められて

いる）などです。 

提案理由の中の一節では次のように主張 

もともと柏崎刈羽原発は断層上にあり稼働し

てはいけないものである。福島事故の検証は終

わらず、免震重要棟が大地震では使えないこと

も判明し、再稼働が認められる可能性は限りな

くゼロである。 

にもかかわらず、再稼働のために 6800 億円

以上をつぎ込むなど、経営陣は錯乱した経営判

断を行っている。福島事故は 20 兆円以上の損

失を引き起こした。その損失を回収しようとし

て打つ、さらに莫大な損失の可能性のある大バ

クチである。ギャンブル依存症のような我が社

のこの姿勢が市場および世間一般の信頼低下の

一因である。資産とは収益を生む財産のはずだ

が、損失を生む資産は何と呼べばいいのだろう

か。 

 役員は大幅に交代しましたが、福島原発廃炉

のためだけでも２２兆円という莫大な負担が

今後国民に降りかかります。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%83%AB%E5%B3%B6%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E4%BA%8B%E6%95%85

